
 貸　借　対　照　表 

妙高グリーンエナジー株式会社

２０２６年　３月３１日 現 在

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　　　目 金          額 科　　　　　　　目 金          額

Ⅰ      固　     定　     資　     産 726,101,044 Ⅰ      固　     定　     負　     債 78,433,696

(1)   有   形   固   定   資   産 708,227,115 1 72,000,000

1 供 給 設 備 679,767,394 2 3,954,296

2 業 務 設 備 15,278,627 3 2,479,400

3 附 帯 事 業 設 備 1,503,301

4 建 設 仮 勘 定 11,677,793 Ⅱ    　流　     動        負       債 1,478,449,338

1 2,240,040

2 76,572,948

3 129,412,537

4 8,953,099

5 21,184,300

6 26,176,297

7 15,008,500

8 18,956,791

9 771,059,176

10 408,885,650

(2)   無   形   固   定   資   産 11,518,200 1,556,883,034

1 そ の 他 無 形 固 定 資 産 11,518,200

Ⅰ　  株 主 資 本 509,644,012

(3)   投　資　そ　の　他　の　資　産 6,355,729 (1)  資 本 金 100,000,000

1 長 期 前 払 費 用 7,015,729 100,000,000

2 そ の 他 投 資 120,000

3 貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 780,000

(2)  資 本 剰 余 金 350,000,000

Ⅱ　    流　     動　　   資　     産 1,340,426,002 350,000,000

1 現 金 及 び 預 金 1,174,710,706

2 売 掛 金 34,092,557

3 未 収 入 金 20,973,700 (3)  利  益  剰  余  金 59,644,012

4 前 払 費 用 2,787,424 1 59,644,012

5 附 帯 事 業 流 動 資 産 101,064,289 繰越利益剰余金繰 越 利 益 剰 余 金 10,723,893

6 そ の 他 流 動 資 産 1,785,666 当期純利益金額当 期 純 利 益 金 額 48,920,119

7 原 料 3,235,807

8 貯 蔵 品 1,805,853

9 貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 30,000 509,644,012

2,066,527,046 2,066,527,046

48,920,119当期純利益：　

１ 年 以 内 に 期 限 到 来 の 固 定 負 債

ガ ス ホ ル ダ ー 修 繕 引 当 金

負   　　債　   　合　　   計

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

純    資    産　　の　　部

資　　　産　　　 合　　　計 負  債  ・  純  資  産  合  計

純    資    産    合    計

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 固 定 負 債

未 払 消 費 税 等

前 受 金

預 り 金

関 係 会 社 短 期 債 務

附 帯 事 業 流 動 負 債

（単位：円）
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個 別 注 記 表 
 

2025 年  4 月  1 日から 

2026 年  3 月 31 日まで 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

（イ）たな卸資産 

原料および貯蔵品・・・最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法）によっております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物           6～22年 

構築物      6～24年 

機械及び装置   3～20年 

工具器具及び備品 3～15年 

（ロ）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。 

（ハ）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３）引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

（ロ）ガスホルダー修繕引当金 

球形ホルダーの定期開放検査費用の支出に備えるため、必要費用を期間均等配分方式

で計上しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点 

都市ガスの販売 

ガス事業会計規則を適用し、定例的に実施する計量器の検針により測定した需要家のガ

ス使用量に基づき収益を認識しております。 

上下水道施設の運営管理 

履行義務が充足される役務提供完了時点で、契約に定められた金額に基づき収益を認

識しております。 
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２．貸借対照表に関する注記 

（１）固定資産の圧縮記帳額 

工事負担金等直接圧縮記帳方式による圧縮累計額は次のとおりであり、貸借対照表計上額はこ

の圧縮記帳額を控除しております。 

(単位：円) 

前期末圧縮累計額 当期末圧縮累計額 

1,554,819 232,729,552 

 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済み株式の種類および株式数に関する事項 

(単位：株) 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 4,500 0 0 4,500 

 


